
施策名：障がい者の就労支援

事業名 担当課・室名

ＩＣＴの活用等による障がい者の在宅就労支援事業 障害者社会参加推進室 1 / 1

障がい者就労環境づくり推進事業 障害者社会参加推進室 1 / 1

障がい者工賃向上支援事業 障害者社会参加推進室 1 / 1
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和２年度実績【施策コード：Ⅰ－３－(２)】ｱ

No. 活 動 指 標 達成度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 成 果 指 標 達成度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 評価

 目標値 5 8 10 目標値 5 8 10

 ( R1 ～ R3 ) 実績値 7 9 － 実績値 7 9 －

 [人] 達成率 140.0% 112.5% － [人] 達成率 140.0% 112.5% －

 目標値 10 20 20

実績値 8 11 －

[社] 達成率 80.0% 55.0% －

令和 2 年度 令和 3 年度 目標値 1 5 5

15,461 7,783 実績値 5 5 －

14,199 － [事業所] 達成率 500.0% 100.0% －

No. 活 動 指 標 達成度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 成 果 指 標 達成度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 評価

 目標値 1,000 1,000 1,000 目標値 2.63 2.79 2.95

 ( H26 ～ ) 実績値 1,241 1,373 － 実績値 2.58 2.55 －

 [社] 達成率 124.1% 137.3% － [％] 達成率 98.1% 91.4% －

 目標値 40 40 40

実績値 25 5 －

[社] 達成率 62.5% 12.5% －

令和 2 年度 令和 3 年度 目標値 1 1 1

65,905 75,779 実績値 0 0 －

60,742 － [法人] 達成率 0.0% 0.0% －

No. 活 動 指 標 達成度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 成 果 指 標 達成度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 評価

 目標値 82,300 84,800 87,300 目標値 18,314 18,651 18,988

 ( H25 ～ ) 実績値 91,571 104,408 － 実績値 17,835 17,924 －

 [千円] 達成率 111.3% 123.1% － [円] 達成率 97.4% 96.1% －

 目標値 30 30 30

実績値 49 84 －

[事業所] 達成率 163.3% 280.0% －

令和 2 年度 令和 3 年度 目標値 1 1 1

44,114 16,545 実績値 1 1 －

31,510 － [回] 達成率 100.0% 100.0% －

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

3

障がい者工賃向上支援事業 ①生産活動収入が相当程度
　減収している就労継続支
　援事業所への支援
　　　　　　　　　20,000
②共同受注体制の確立
　　　　　　　　　12,314
③専門家によるＢ型事業所
　の経営力の育成・強化
　　　　　　　　　 7,512
④農業に取り組む事業所へ
　のアグリアドバイザー派
　遣
　　　　　　　　　 4,014

共同受注による受注実績 工賃向上計画対象
事業所平均工賃月
額 Ｂ障害者社会参加推進室

　就労継続支援Ｂ型事業所利用者の工賃向上
を図るため、民間主導の共同受注体制の構築
を支援するとともに、農業に取り組む事業所
に対し生産性向上、販路拡大等を支援するア
グリ就労アドバイザーを派遣する。

アグリ就労アドバイザー
派遣事業所数

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針

  工賃向上計画対象事業所平均工賃月額については、新型コロ
ナウイルスによる受注減少の影響があり、目標値を727円下
回った。
  共同受注による受注実績については、農業分野や製造分野で
実績を伸ばし、前年度から12,837千円の受注増につながった。
　令和3年度は、引き続き共同受注体制強化支援や、事業所の
経営改善支援、事業所への農業アドバイザー派遣による農福連
携の強化を図り、工賃のさらなる向上につなげていく。

区分 令和元年度 障がい者工賃向上推進委
員会の開催回数

予算 15,035

決算 14,309 

　障がい者雇用アドバイザーが全業種の企業等を1,373回訪問し、
236人の雇用に結びついた。（前年比△69人）
　また、新規に知的・精神障がい者を雇用し、指導員を配置する企
業に研修実施や奨励金の交付を行った結果、13人の雇用につながっ
た。
　今後は、企業向けの障がい者雇用促進ジャーナルを創刊し、企業
における障がい者雇用への関心を高め、障がい者雇用を促進すると
ともに、福祉系事業所へ就労移行コーディネーターによる就職及び
職場定着支援を行い、一般就労の促進を図る。

区分 令和元年度 利用定員増への補助数

予算 36,762

決算 34,909 

2

障がい者就労環境づくり推進事業 ①障害者就業・生活支援セ
　ンターに障がい者雇用ア
　ドバイザー等の配置
　　　　　　　　  51,044
②精神・知的障がい者の採
　用企業に対する支援
 　　　　　　　　 12,861
③一般就労促進支援
　　　　　　　　   1,759

障がい者雇用アドバイ
ザーの法人等重点訪問数

本県の障がい者実
雇用率

Ｂ障害者社会参加推進室

　障がい者雇用を促進するため、障がい者雇
用アドバイザーによる企業訪問や仕事の切り
出し、人材の掘り起こし、職場への定着支援
等を行うほか、障がい者が就労しやすい環境
づくりを進める。

奨励金新規申請企業数 事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針

在宅就労希望者のeラー
ニング実施数

新規在宅就労者数
（障がい者、難病
患者） Ａ障害者社会参加推進室

　在宅の障がい者や難病患者がその能力や特
性に応じて活躍できる社会を実現するため、
ICTの活用等により在宅で就労できる支援体
制を構築する。

県内外企業への営業活動
（電話、訪問）（年間）

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針

　営業活動訪問数は、令和2年度は新型コロナウイルスの影響から、目
標を下回る11件であった。
　在宅就労希望者（障がい者及び難病患者）の情報通信技術向上支
援、企業等と在宅就労希望者とのネットワーク構築支援を行うこと
で、新規在宅就労者が2名増加した。
　令和3年度は、事業最終年度であり、成果発表会を実施し、県内福祉
事業所等への在宅就労の取組について周知を行う。事業終了後は、モ
デル事業参加福祉事業所が、在宅支援を検討する福祉事業所の相談等
に応じ横展開を図っていく。

区分 令和元年度 eラーニング等研修実施
Ｂ型事業所数

予算 7,430

決算 7,145 

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

1

ICTの活用等による障がい者の在宅就労支援事業 ①在宅就労支援体制の構築
　（実施団体への補助）
　　　　　　　　　 9,140
②福祉事業所へテレワーク
　用機器の導入補助
　　　　　　　　 　6,000

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容
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